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１． 平成23年12月期第2四半期の連結業績（平成 23年 1月 1日 ～ 平成 23年 6月 30日）

(1)連結経営成績（累計） （％表示は対前年同四半期増減率）

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

(2)連結財政状態

％ 円 銭 

　(参考)自己資本 23年12月期第2四半期 百万円 22年12月期 百万円

２． 配当の状況

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 

（注）当四半期における配当予想の修正有無 有 ・ 無

３． 平成23年 12月期の連結業績予想（ 平成 23年 1月 1日  ～  平成 23年 12月 31日）

（％表示は対前期増減率）

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 

（注）当四半期における業績予想の修正有無 有 ・ 無
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４． その他　（詳細は、【添付資料】10ページ「その他の情報」をご覧ください。）

(1) 当四半期中における重要な子会社の異動 有 ・ 無

新規 社（社名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）除外 社（社名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

（注）当四半期会計期間における連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動の有無を記載しております。

(2) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用 有 ・ 無

（注） 簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表作成に特有の会計処理の適用の有無を記載しております。

(3) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更

　　 ① 会計基準等の改正に伴う変更 有 ・ 無

② ①以外の変更 有 ・ 無

（注）「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手

続き、表示方法等の変更の有無を記載しております。

(4) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数(自己株式を含む） 23年12月期2Ｑ 22年12月期

② 期末自己株式数 23年12月期2Ｑ 22年12月期

③ 期中平均株式数（四半期累計） 23年12月期2Ｑ 22年12月期2Ｑ

※四半期レビュー手続きの実施状況に関する表示

　この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続きの対象外であり、この四半期決算短信の開示時点において、金融商品

取引法に基づく四半期財務諸表のレビュー手続きは終了しておりません。

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

　本資料に掲載されている業績予想等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報および合理的であると判断する一定の前提に基づ

いており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件および業績予想のご利用にあたっての

注意事項等については、四半期決算短信（添付資料）9ページ「業績予想に関する定性的情報」をご覧ください。

1,497,112,926株   1,497,112,926株   

490,486株   575,707株   

1,496,608,272株   1,496,555,803株   
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１．当四半期の連結業績等に関する定性的情報 

 

（１）連結経営成績に関する定性的情報 

 

１）当期の経営成績 

当第２四半期累計期間（平成 23 年１月～６月）におけるわが国経済は、第１四半期（１月

～３月）においては、企業収益が改善するなど持ち直しの過程にありましたが、３月に発生

した東日本大震災の影響により、生産活動が低下するなど一転して弱い動きとなりました。

第２四半期（４月～６月）においては、景気は電力供給の制約や原子力災害等の影響により

依然として厳しい状況にあるなか、生産や輸出等に上向きの動きがみられるようになりまし

たが、欧州・米国の景気動向や為替の急激な変動の影響が引き続き懸念されます。 

 

当社グループは、東日本大震災により、東北・関東地区事業所の操業を３月 16 日まで原則

停止した後、基礎化学品を中心に、飲料水、食料、医薬、発電等の供給に必要かつ社会的に

緊急性の高い製品を優先して３月 17 日より生産を再開し、段階的に稼動を上げ、３月末まで

には各生産設備ともほぼ通常生産に回復いたしました。 

 

このような情勢下、当社グループは、本年より、個性派化学をさらに進化させ、強力かつ

多様な事業群をグローバル展開することにより各市場におけるリーディングポジションの確

立を目指す新中期経営計画「PEGASUS（ペガサス）」を始動させました。 

第２四半期の連結営業成績について、売上高は 2,235 億 22 百万円（前年同期比 13.8%増）

となり、営業利益は 127 億 49 百万円（同 19.0%増）、経常利益は 101 億 42 百万円（同 13.4%

増）、四半期純利益は 52 億 33 百万円（同 24.4%増）となりました。 

これにより、当第２四半期累計期間について、売上高は 4,165 億 27 百万円（前年同期比

8.4%増）となり、営業利益は 221 億０百万円（同 24.5%増）、経常利益は 180 億 55 百万円（同

28.5%増）となり、四半期純利益は東日本大震災の影響による特別損失の計上等もあり 78 億

10 百万円（同 1.4%増）となりました。 

 

                                            （単位：百万円） 

 前期対比 前年同四半期対比 前四半期対比 

 
2011 年 

第 2 四半期

累計 

(1-6 月) 

2010 年   

第 2 四半期 

累計 

(1-6 月） 

増減 

2011 年 

第 2 四半期

(4-6 月) 

2010 年 

第 2 四半期

(4-6 月) 

増減 

2011 年 

第 1 四半期

(1-3 月) 

増減 

売上高 416,527 384,099 32,428 223,522 196,405 27,117 193,005 30,516

営業利益 22,100 17,744 4,356 12,749 10,717 2,033 9,351 3,399

経常利益 18,055 14,049 4,006 10,142 8,944 1,198 7,913 2,230

純利益 7,810 7,701 108 5,233 4,208 1,025 2,576 2,657
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２）セグメント別概況 

本年第１四半期より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」および「セグメント情報等の開示

に関する会計基準の適用指針」を適用し、従来の「石油化学」、「化学品」、「電子・情報」、「無機」、「アル

ミニウム他」の５つのセグメントから「石油化学」、「化学品」、「エレクトロニクス」、「無機」、「アルミニ

ウム」、「その他」の６つのセグメントに変更いたしております。なお、前年同四半期、前年同四半期累計

についても新セグメントに対応するように組み替えて表示しております。 

 

【石油化学セグメント】 

当セグメントでは、第２四半期のエチレン、プロピレンの生産は前年同期に実施した４年

に一度の定期修理がなかったため増加しました。 

オレフィン事業は販売数量の増加と原料価格上昇に伴う販売価格の上昇により増収となり

ました。有機化学品事業はアリルアルコール等の販売数量増加と原料価格上昇に伴う販売価

格の上昇により増収となりました。総じて売上高は 681 億 83 百万円（前年同期比 53.3%増）

となり、営業利益は 20 億２百万円（同 20 億 42 百万円増益）となりました。 

これにより、第２四半期累計期間の売上高は 1,270 億 45 百万円（前年同期比 40.2%増）と

なり、営業利益は 40 億 76 百万円（同 1,657.7%増）となりました。   

（単位：百万円）   

 前期対比 前年同四半期対比 前四半期対比 

 
2011 年 

第 2 四半期 

累計 

(1-6 月） 

2010 年 

第 2 四半期 

累計 

(1-6 月） 

増減 

2011 年 

第 2 四半期

(4-6 月)

2010 年 

第 2 四半期

(4-6 月)

増減 

2011 年 

第 1 四半期 

(1-3 月) 

増減 

売上高 127,045 90,646 36,399 68,183 44,462 23,720 58,863 9,320

営業利益 4,076 232 3,844 2,002 △41 2,042 2,075 △73

 

【化学品セグメント】 

 当セグメントでは、第２四半期の液化アンモニアの生産は顧客の震災の影響等により前年

同期に比べ減少しました。  

液化アンモニアは販売数量が減少し減収となりましたが、半導体向け特殊ガスは販売数量

増加により増収となり、アクリロニトリル、合成ゴム「ショウプレン®」、機能性高分子事業

は販売価格の上昇により増収となりました。総じて売上高は 338 億 50 百万円（前年同期比

1.4%増）となりましたが、営業利益は原燃料高の影響もあり 11 億 22 百万円（同 17.2%減）

となりました。 

これにより、第２四半期累計期間の売上高は 663 億 24 百万円（前年同期比 0.9%増）とな

りましたが、営業利益は原燃料高の影響もあり 28 億 45 百万円（同 15.8%減）となりました。 

（単位：百万円） 

 前期対比 前年同四半期対比 前四半期対比 

 
2011 年 

第2四半期 

累計 

(1-6 月） 

2010 年 

第 2 四半期 

累計 

(1-6 月） 

増減 

2011 年 

第 2 四半期

(4-6 月) 

2010 年 

第 2 四半期

(4-6 月)

増減 

2011 年 

第 1 四半期 

(1-3 月) 

増減 

売上高 66,324 65,752 572 33,850 33,373 477 32,474 1,375

営業利益 2,845 3,377 △533 1,122 1,355 △233 1,723 △601
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【エレクトロニクスセグメント】 

 当セグメントでは、第２四半期のハードディスクの生産は第１四半期に比し急速に回復し

前年同期に比べ増加しました。 

ハードディスクは円高の影響はあったものの販売数量が増加し増収となりました。   

化合物半導体は販売価格の低下により減収となりましたが、レアアース磁石合金は       

原料価格高騰に伴う販売価格の上昇により増収となりました。総じて売上高は 420 億 86 百万

円（前年同期比 14.1%増）となり、営業利益は 54 億 41 百万円（同 27.6%増）となりました。 

これにより、第２四半期累計期間の売上高は、第１四半期のハードディスクの生産調整の

影響が残り 685 億 86 百万円（前年同期比 5.9%減）となりましたが、営業利益はレアアース

事業の改善もあり 75 億 33 百万円（同 7.6%増）となりました。 

 

（単位：百万円） 

 前期対比 前年同四半期対比 前四半期対比 

 
2011 年 

第2四半期 

累計 

(1-6 月） 

2010 年 

第 2 四半期 

累計 

(1-6 月） 

増減 

2011 年 

第 2 四半期

(4-6 月) 

2010 年 

第 2 四半期

(4-6 月)

増減 

2011 年 

第 1 四半期 

(1-3 月) 

増減 

売上高 68,586 72,852 △4,267 42,086 36,876 5,210 26,500 15,586

営業利益 7,533 7,001 531 5,441 4,262 1,178 2,092 3,349

 

【無機セグメント】 

 当セグメントでは、第２四半期の黒鉛電極の生産は前年同期並みとなりました。 

黒鉛電極事業は、顧客業界である電炉鋼業界の稼動率上昇に伴い販売数量は増加しました

が、円高もあり減収となりました。セラミックス事業は電子材料分野向けを中心に増収とな

りました。総じて売上高は 203 億 16 百万円（前年同期比 0.4%減）となり、営業利益は 31 億

59 百万円（同 18.3%増）となりました。 

 これにより、第２四半期累計期間の売上高は 400 億 46 百万円（前年同期比 4.0%増）とな

り、営業利益は 56 億 26 百万円（同 42.1%増）となりました。 

 

（単位：百万円） 

 前期対比 前年同四半期対比 前四半期対比 

 
2011 年 

第 2 四半期 

累計 

(1-6 月） 

2010 年 

第 2 四半期

累計 

(1-6 月） 

増減 

2011 年 

第 2 四半期

(4-6 月) 

2010 年 

第 2 四半期

(4-6 月)

増減 

2011 年 

第 1 四半期 

(1-3 月) 

増減 

売上高 40,046 38,496 1,550 20,316 20,405 △89 19,730 586

営業利益 5,626 3,960 1,666 3,159 2,669 490 2,468 691

 

【アルミニウムセグメント】  

 当セグメントでは、第２四半期のコンデンサー用高純度箔の生産は前年同期に比べ増加し

ました。 

圧延品事業は、コンデンサー用高純度箔については、顧客業界が東日本大震災の影響を受

けたものの急速な生産回復を遂げたことに伴う数量増により増収となりました。押出・機能

材事業はレーザービームプリンター用アルミニウムシリンダーの販売数量が減少し減収とな
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りました。 

自動車向け熱交換器事業は、東日本大震災の影響を受けた自動車業界の生産減により減収

となりました。ショウティック事業は販売数量が増加し増収となり、アルミニウム缶は販売

数量の増加により小幅に増収となりました。総じて売上高は 320 億 20 百万円（前年同期比

6.0%減）となり、営業利益は 19 億 88 百万円（同 32.0%減）となりました。 

これにより、第２四半期累計期間の売上高は 617 億 34 百万円（前年同期比 4.6%減）とな

り、営業利益は 36 億 18 百万円（同 19.8%減）となりました。 

 

（単位：百万円） 

 前期対比 前年同四半期対比 前四半期対比 

 
2011 年 

第 2 四半期 

累計 

(1-6 月） 

2010 年   

第 2 四半期 

累計 

(1-6 月） 

増減 

2011 年 

第 2 四半期

(4-6 月) 

2010 年 

第 2 四半期

(4-6 月) 

増減 

2011 年 

第 1 四半期 

(1-3 月) 

増減 

売上高 61,734 64,717 △2,983 32,020 34,078 △2,059 29,714 2,306

営業利益 3,618 4,508 △891 1,988 2,924 △936 1,629 359

 

 

【その他セグメント】  

当セグメントでは、リチウムイオン電池関連材料は販売数量が増加し増収となり、昭光通

商株式会社は金属事業の販売が堅調に推移し増収となりましたが、エンジニアリング事業は

事業の縮小に伴い減収となりました。総じて売上高は 385 億 79 百万円（前年同期比 1.6%減）

となりましたが、営業利益はリチウムイオン電池関連材料の販売数量増加、昭光通商株式会

社における金属事業の改善もあり７億 76 百万円（同 71.9%増）となりました。 

これにより、第２四半期累計期間の売上高は 765 億 52 百万円（前年同期比 2.0%増）とな

り、営業利益は 15 億３百万円（同 126.4%増）となりました。 

（単位：百万円） 

 前期対比 前年同四半期対比 前四半期対比 

 
2011 年 

第 2 四半期 

累計 

(1-6 月） 

2010 年   

第 2 四半期 

累計 

(1-6 月） 

増減 

2011 年 

第 2 四半期

(4-6 月) 

2010 年 

第 2 四半期

(4-6 月) 

増減 

2011 年 

第 1 四半期 

(1-3 月) 

増減 

売上高 76,552 75,034 1,518 38,579 39,194 △615 37,973 606

営業利益 1,503 664 839 776 452 325 727 49
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３）当第２四半期累計期間に実施・決定した主な施策 

【全社施策】 

「昭和電工グループ・スローガンとステートメントを制定」 

当社グループは、進化する個性派化学により生み出される部材・素材・ソリューションの提

供により“豊かさと持続性が調和した社会の創造に貢献”することを方針として事業活動を推

進しております。この方針をステークホルダーの皆様に約束させていただく宣言として、スロ

ーガンおよびステートメントを制定いたしました。スローガンは、人類の夢や未来

や願いを化学の力でかなえていくという当社グループの決意を込めて「具体化。」

としました。また、スローガンのシンボルの“えんぴつ”は、夢や願いを「具体化。」

していくことを表しています。  

 

「東日本大震災の影響により停止した事業所を再開」 

当社は、本年３月 11 日に発生した東日本大震災により、緊急停止した設備の点検等安全面の

配慮から東北・関東地区事業所の操業を３月 16 日まで原則停止とした後、設備等の安全を確認

し、３月 17 日より飲料水、食料、医薬、発電等の供給のために必要な基礎化学品を中心とする

社会的に緊急性の高い製品を優先し生産を再開しました。また、当社は独立系発電事業者（IPP）

として卸電力事業を行っており、震災後早急に稼動を再開し電力会社への供給を再開いたしま

した。なお、３月末までに各生産設備ともほぼ通常生産に回復いたしました。 

 

「導電性インクの製造・販売および開発について米社と提携」 

 当社は、今後成長が見込まれるプリンテッドエレクトロニクス分野の重要な技術である導電

性インクの光焼成で実績を有する米国 NovaCentrix 社と提携いたしました。本提携は、当社が

同社開発の導電性インクを製造・販売するライセンス契約の締結に加え、同社の光焼成技術

（Photonic Curing TM）に対応した導電性インク等の共同開発を実施するものです。印刷技術

により電子部品を製造する技術であるプリンテッドエレクトロニクスは、従来の半導体や金属、

絶縁体といった材料を個別に成膜する方法に比べ製造工程が大幅に簡略化されます。導電性イ

ンクは既にスマートフォンや太陽電池の部材に一部使用されており、今後はディスプレイや太

陽電池、有機 EL 照明等の幅広い分野への応用が期待されています。 

 

【石油化学セグメント】 

「芳香族事業に関する共同事業会社を設立」 

当社および新日鐵化学株式会社（新日鐵化学）は、新日鐵化学大分製造所における芳香族事

業（スチレンモノマーおよびベンゼン、トルエン、キシレン）を母体とする共同事業会社「NS

スチレンモノマー」を本年８月に設立し合弁事業として運営いたします。今回の共同事業化に

より原料から製品までの垂直連携と設備改善の実施等による事業強化を図ります。 

 

「耐熱透明フィルム「ショウレイアル®」パイロットプラントを竣工」  

 当社は、現在マーケティングを進めているディスプレイ向け耐熱透明フィルムについて、商

品名をショウレイアル®（SHORAYAL®）に決定いたしました。また、本年７月には大分コンビナ
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ート内にパイロット設備を竣工し、運転を開始しました。ショウレイアル®は当社のメガネレ

ンズ向け樹脂の技術をベースに開発した製品であり、光学フィルムとして必要な高い透明性と

タッチパネル等のディスプレイ製造時に求められる耐熱性を兼ね備えています。 

 

【化学品セグメント】 

「エレクトロニクス分野向け高純度アンモニア事業の生産能力増強を決定」 

当社は、液晶パネル、窒化ガリウム系 LED、多結晶シリコン系太陽電池等の製造において材

料ガスとして使用される高純度アンモニアについて、東アジア地区における市場拡大を視野に

入れ、日本・台湾・中国の３拠点の生産能力をそれぞれ引き上げます。充填や貯蔵設備の増強、

生産工程の効率化等の工事を行い、本年末までに年産能力を日本 1,500 トン（現生産能力 1,000

トン）、台湾 2,500 トン（同 1,500 トン）、中国 1,000 トン（同 500 トン）に引き上げ、3拠

点合計では現状の 3,000 トンから 5,000 トン体制とします。当社は、今後もエレクトロニクス

分野向けに需要が伸びる高純度アンモニアの安定的な供給体制を構築いたします。 

 

「当社グループ内における会社分割による産業ガス事業移管を決定」 

当社は、産業ガス（注）の事業運営について、現在の当社と 100％子会社「昭和炭酸株式会

社」による分業体制から、お客様により近い立場にある昭和炭酸株式会社に一本化することが

事業遂行の上で相応しいと判断し、平成 24 年１月１日に会社分割により同社へ同事業を承継

することを決定しました。 

（注）当社グループの産業ガス事業：セパレートガス事業（酸素、窒素、アルゴン等）、圧縮水素事業、 

炭酸・ドライアイス事業等 

 

【エレクトロニクスセグメント】 

「ネオジム系レアアース磁石用合金工場の生産能力を増強」 

当社は、ハイブリッド自動車等の駆動モーターやハードディスクドライブのボイスコイルモ

ーター等に使用されるネオジム系レアアース磁石の原料である磁石用合金の生産能力を増強し、

本年７月に子会社「贛州昭日稀土新材料有限公司」（中国江西省贛州）の年産能力を 2,000 ト

ンから 3,000 トンに引き上げました。これにより当社の中国における磁石用合金の生産能力は、

内モンゴル自治区包頭にある子会社と合わせて、年間 4,000 トンとなります。 

 

【無機セグメント】 

「黒鉛電極の生産能力増強を決定」 

当社は、世界的に電炉鋼需要の安定的な成長が見込まれることから、電炉鋼生産時の必須消

耗部材として使用される黒鉛電極の生産能力の引き上げを決定しました。米国子会社「昭和電

工カーボン社」において、現行の年産４万 5,000 トンから平成 25 年末までに同７万 5,000 ト

ンに引き上げます。新設する設備は当社の販売シェアが高い大口径電極（直径 30、32 インチ）

の生産に対応したものとします。今回の増強により、当社グループの生産能力は、大町事業所

の年６万トンと合わせて年 13 万 5,000 トンとなります。今後は、日米欧に加えて、高い成長

が見込まれるアジアおよび中南米等への供給も柔軟に対応できる体制を構築いたします。 
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「インドネシアにアルミナ工場を起工」 

当社は、エレクトロニクス製品や水質浄化剤の原料として使用されるアルミナの製造・販売

事業をインドネシア・アンタム社と共同で行うことを決定しており、本年４月、新工場の起工

式をインドネシア共和国西カリマンタン州の建設予定地にて行いました。運営は、当社が 20％

出資する合弁会社「インドネシア・ケミカル・アルミナ社」が行います。本工場の生産能力は

年間 30 万トンの予定であり、操業開始は平成 26 年を予定しています。 

今後も、当社の長年の技術蓄積を生かしながら、成長するアセアン地区、東アジアにおける

供給体制を整え、同地域におけるアルミナ事業の拡大を図ってまいります。 

 

【アルミニウムセグメント】 

「自動車空調用熱交換器事業譲渡に関する 終契約を締結」 

当社は、昨年 10 月に日本、米国、タイ、チェコ、中国の各拠点で生産しているコンデンサ

ーやエバポレーター等アルミニウム製自動車空調用熱交換器の事業を株式会社ケーヒンへ譲

渡することに基本合意し、本年６月に 終契約を締結いたしました。譲渡対象事業の売上高は

約 280 億円（平成 22 年 12 月期）となります。当社は、本年 10 月に譲渡対象事業を当社設立

の新会社に移管後、新会社の株式の 60％を株式会社ケーヒンに譲渡します。当社所有の残り

40％の株式については２年後に株式会社ケーヒンに譲渡する予定です。 

 

【その他セグメント】 

「リチウムイオン二次電池向け事業を強化」 

当社グループは、自動車や蓄電用途向け大型リチウムイオン二次電池およびスマートフォン

やタブレット端末用途向け小型リチウムイオン二次電池の需要拡大に向けて、人造黒鉛負極材

（SCMG®）、正負極添加剤（VGCF®）、電池包材用アルミラミネートフィルムの各生産能力を順次

増強いたします。 

また、リチウムイオン二次電池の正極集電板として使用し、電極を低抵抗化するカーボン下

地アルミ箔（SDX®）の量産を本年１月に開始いたしました。SDX®は、自動車向けリチウムイオ

ン二次電池の集電用部材として要求される大電流による急速充放電の大幅な改善が可能とな

るほか、正極活物質と集電板との密着性も従来比 1.5 倍改善されることから、電池性能の向上

に寄与します。 

当社グループは、中期経営計画「ペガサス」において、電池関連部材を成長事業として位置

付けており、SCMG®、VGCF®、電池包材用アルミラミネートフィルム、SDX®の４部材合計で平成

27 年までに 300 億円以上の売上を目標としています。 
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（２）連結財政状態に関する定性的情報 

 

当第２四半期末の総資産は、営業債権、たな卸資産の増加等により前期末比 28 億 89 百万

円増加の9,273億73百万円となりました。有利子負債は前期末比82億67百万円増加の3,593

億２百万円となり、負債合計は営業債務の減少等により６億６百万円減少し 6,389 億 13 百

万円となりました。当第２四半期末の純資産は、前期配当金の支払いはあったものの、四半

期純利益の計上等により前期末比 34 億 96 百万円増加の 2,884 億 60 百万円となりました。 

 

（３）連結業績予想に関する定性的情報 

 通期業績予想に関する事項につきましては、本年２月９日発表の連結業績予想に変更はあ

りません。 
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２．その他の情報 

（１）重要な子会社の異動の概要 

該当事項はありません。 

 

（２）簡便な会計処理および特有の会計処理の概要 

①簡便な会計処理 

（たな卸資産の評価方法） 

当第２四半期連結会計期間末のたな卸資産残高の算出に関しては、実地たな卸を省略

し、前連結会計年度の実地たな卸資産残高を基礎として、合理的な方法により算出する

方法によっております。 

また、一部の連結子会社では、たな卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が

明らかなものについてのみ正味売却価額を見積もり、簿価切下げを行う方法によってお

ります。 

（税金費用の計算） 

一部の連結子会社は、税金費用の算定に関しては、税金等調整前四半期純利益に、前

連結会計年度の損益計算書における税効果会計適用後の税金費用の負担率を乗じて算定

しております。 

なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。 

 

②特有の会計処理 

該当事項はありません。 

 

（３）会計処理の原則・手続き、表示方法等の変更の概要 

①「持分法に関する会計基準」および「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面

の取扱い」の適用 

第１四半期連結会計期間より、「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第 16 号 平

成 20 年３月 10 日公表分）および「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱

い」（実務対応報告第 24 号 平成 20 年３月 10 日）を適用しております。 

この変更による損益への影響はありません。 

 

②「資産除去債務に関する会計基準」等の適用 

第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第 18

号 平成 20 年３月 31 日）および「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第 21 号 平成 20 年３月 31 日）を適用しております。 

なお、この変更による損益への影響は軽微です。また、当会計基準等の適用開始によ

る資産除去債務の変動額は軽微です。 
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３．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成23年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 37,128 43,627

受取手形及び売掛金 146,529 135,611

商品及び製品 49,520 45,085

仕掛品 11,632 10,422

原材料及び貯蔵品 46,849 45,151

その他 31,308 32,621

貸倒引当金 △316 △336

流動資産合計 322,650 312,181

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 87,892 87,782

機械装置及び運搬具（純額） 136,675 142,688

土地 255,795 255,188

その他（純額） 15,698 14,178

有形固定資産合計 496,060 499,836

無形固定資産   

のれん 2,041 2,631

その他 9,935 9,524

無形固定資産合計 11,976 12,155

投資その他の資産   

投資有価証券 60,542 58,813

その他 36,764 42,163

貸倒引当金 △620 △665

投資その他の資産合計 96,687 100,311

固定資産合計 604,723 612,302

資産合計 927,373 924,484
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成23年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年12月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 102,332 114,234

短期借入金 81,574 73,721

1年内返済予定の長期借入金 56,730 59,852

コマーシャル・ペーパー 5,000 6,000

1年内償還予定の社債 13,000 3,000

引当金 4,155 3,237

その他 69,171 68,623

流動負債合計 331,962 328,667

固定負債   

社債 20,000 30,000

長期借入金 182,998 178,461

退職給付引当金 25,175 26,295

その他の引当金 989 595

その他 77,788 75,501

固定負債合計 306,951 310,851

負債合計 638,913 639,519

純資産の部   

株主資本   

資本金 140,564 140,564

資本剰余金 62,223 62,223

利益剰余金 39,916 36,916

自己株式 △143 △178

株主資本合計 242,559 239,525

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △3,901 △3,749

繰延ヘッジ損益 567 269

土地再評価差額金 22,510 22,373

為替換算調整勘定 △16,865 △16,778

評価・換算差額等合計 2,310 2,114

少数株主持分 43,591 43,325

純資産合計 288,460 284,965

負債純資産合計 927,373 924,484
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（２）四半期連結損益計算書 
（第２四半期連結累計期間） 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年６月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年６月30日) 

売上高 384,099 416,527

売上原価 323,031 350,479

売上総利益 61,067 66,048

販売費及び一般管理費 43,323 43,948

営業利益 17,744 22,100

営業外収益   

受取利息 104 75

受取配当金 597 544

持分法による投資利益 728 431

固定資産賃貸料 582 576

雑収入 532 791

営業外収益合計 2,543 2,418

営業外費用   

支払利息 2,859 2,724

雑支出 3,380 3,739

営業外費用合計 6,239 6,463

経常利益 14,049 18,055

特別利益   

補助金収入 2,045 －

退職給付引当金戻入額 － 660

その他 902 686

特別利益合計 2,946 1,346

特別損失   

固定資産除売却損 1,598 630

東日本大震災関連損失 － 2,925

契約解除補償金 － 2,500

その他 4,588 2,357

特別損失合計 6,187 8,412

税金等調整前四半期純利益 10,808 10,989

法人税等 1,893 1,795

少数株主損益調整前四半期純利益 － 9,194

少数株主利益 1,214 1,385

四半期純利益 7,701 7,810
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（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年６月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 10,808 10,989

減価償却費 24,654 24,674

減損損失 1,147 350

のれん償却額 601 600

退職給付引当金の増減額（△は減少） △393 △1,118

受取利息及び受取配当金 △701 △619

支払利息 2,859 2,724

持分法による投資損益（△は益） △728 △431

投資有価証券売却及び評価損益（△は益） 113 40

固定資産除却損 1,412 608

固定資産売却損益（△は益） 62 △4

売上債権の増減額（△は増加） 2,165 △10,929

たな卸資産の増減額（△は増加） △8,774 △6,975

仕入債務の増減額（△は減少） △2,020 △12,294

その他 △7,830 10,878

小計 23,375 18,492

利息及び配当金の受取額 1,202 1,548

利息の支払額 △3,000 △2,800

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △1,564 △3,335

営業活動によるキャッシュ・フロー 20,012 13,906

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有価証券の売却及び償還による収入 2 2

有形固定資産の取得による支出 △23,565 △16,904

有形固定資産の売却による収入 533 423

事業譲渡による収入 1,283 92

投資有価証券の取得による支出 △1,091 △2,542

投資有価証券の売却による収入 112 225

短期貸付金の純増減額（△は増加） 641 △392

長期貸付けによる支出 △541 △1,641

長期貸付金の回収による収入 68 1,968

その他 △684 △399

投資活動によるキャッシュ・フロー △23,242 △19,168
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（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年６月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年６月30日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 5,304 7,725

コマーシャル・ペーパーの純増減額（△は減少） △1,800 △1,000

長期借入れによる収入 25,300 34,177

長期借入金の返済による支出 △33,546 △32,899

社債の償還による支出 △3,000 －

配当金の支払額 △4,451 △4,455

少数株主への配当金の支払額 △1,049 △1,385

その他 △4,774 △3,517

財務活動によるキャッシュ・フロー △18,015 △1,355

現金及び現金同等物に係る換算差額 △1,141 △27

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △22,386 △6,644

現金及び現金同等物の期首残高 62,507 43,459

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 － 35

合併に伴う現金及び現金同等物の増加額 － 4

現金及び現金同等物の四半期末残高 40,122 36,854
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（4）継続企業の前提に関する注記

該当事項はありません。

（5）セグメント情報

【事業の種類別セグメント情報】

　前第２四半期連結累計期間（自 平成22年１月１日　至 平成22年６月30日） (単位:百万円)

 売上高

 (1)
126,446 44,596 86,830 37,145 89,082 384,099 ― 384,099

 (2)

721 69 243 22 58 1,113 (1,113) ― 

127,167 44,665 87,073 37,167 89,140 385,211 (1,113) 384,099

 営業利益 1,610 2,221 6,750 3,673 4,573 18,826 (1,081) 17,744

(注) １　事業区分の方法

　　　　 事業の区分は主として使用原料の共通性、製造方法、製品の類似性および用途を考慮した上で区分しています。

　 　２　各事業区分の主要製品、商品

主　要　製　品　・　商　品

オレフィン（エチレン、プロピレン）、有機化学品（酢酸、酢酸ビニルモノマー、

酢酸エチル）、合成樹脂

化学品（苛性ソーダ、塩素、アクリロニトリル）、ガス（液化アンモニア、窒素、

液化炭酸ガス）、特殊化学品（アミノ酸、分析機器及びカラム）、機能樹脂

ハードディスク、化合物半導体、レアアース磁石合金、半導体向け特殊ガス・

機能薬品、電子関連産業向けセラミックス材料、ファインカーボン

セラミックス（水酸化アルミニウム、研削材、耐火材）、カーボン（黒鉛電極）

アルミニウム板、アルミニウム箔、アルミニウム押出品、

アルミニウム加工品（鍛造品、プリンター用シリンダー、熱交換器、

アルミニウム缶）、建材、エンジニアリング

　※「化学品」の代替フロンガスおよび「アルミニウム他」のアルミニウム地金は、第１四半期連結会計期間

　　より主要製品・商品から除いています。

外部顧客に対する
　売上高

セグメント間の内
部売上高又は振替
高

連結石油化学 化学品 電子･情報 無機 ｱﾙﾐﾆｳﾑ他 計
消去又は

全社

 電子・情報

 無機

 アルミニウム他

計

 石油化学

 化学品
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【セグメント情報】

１　報告セグメントの概要

　当社のセグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が経営資源の

配分の決定および業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものである。

　当社は、取り扱う製品・商品別に事業を区分し、生産・販売・研究を一体的に運営する事業部門制を採用し

ている。各事業部門は、取り扱う製品・商品について国内および海外の包括的な戦略を立案し、事業活動を

展開している。

　したがって、当社は、主に事業部門を基礎とした製品・商品別のセグメントから構成されており、「石油化

学」、「化学品」、「エレクトロニクス」、「無機」、「アルミニウム」および「その他」の６つを報告セグ

メントとしている。

　各報告セグメントに属する主要な製品・商品等の種類は、下表のとおりである。

主　要　製　品　・　商　品　等

オレフィン（エチレン、プロピレン）、有機化学品（酢酸ビニルモノマー、

酢酸エチル、アリルアルコール）

基礎化学品（アクリロニトリル、液化アンモニア、合成ゴム、苛性ソーダ、塩素）、

特殊化学品（アミノ酸、分析機器用カラム）、産業ガス（液化炭酸ガス、

ドライアイス、酸素、窒素、水素）、半導体向け特殊ガス・機能薬品、機能性高分子

材料（合成樹脂エマルジョン、不飽和ポリエステル樹脂、工業用フェノール樹脂）

エレクトロニクス ハードディスク、化合物半導体（LED）、レアアース磁石合金

無 機 黒鉛電極、セラミックス（アルミナ、研削研磨材）、ファインセラミックス

コンデンサー用高純度箔、レーザービームプリンター用シリンダー、押出品、鍛造品、

熱交換器、飲料用缶

そ の 他 リチウムイオン電池材料、建材、卸売

２　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　当第２四半期連結累計期間（自 平成23年１月１日　至 平成23年６月30日）

(単位:百万円)

 売上高

　外部顧客への
　売上高

123,247 60,840 67,474 35,028 58,604 71,334 416,527 ― 416,527

　セグメント間の
　内部売上高又は
　振替高

3,799 5,484 1,112 5,018 3,130 5,218 23,761 △23,761 ―

計 127,045 66,324 68,586 40,046 61,734 76,552 440,287 △23,761 416,527

 セグメント利益
　(営業利益)

4,076 2,845 7,533 5,626 3,618 1,503 25,201 △3,101 22,100

　(注)セグメント利益の調整額△3,101百万円には、セグメント間取引消去116百万円、各報告セグメントに配分していない

　　　全社費用△3,218百万円が含まれている。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない全社共通研究費である。

３　報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　　　重要な減損損失を認識していない。また、のれん等の金額に影響を及ぼす事象は生じていない。

　(追加情報)

　第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号 平成21

年３月27日)および「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第20号 平成

20年３月21日)を適用している。

（6）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記

該当事項はありません。

四半期連結
損益計算書

計上額計

調整額
(注)その他

石 油 化 学

ｱﾙﾐﾆｳﾑ石油化学 化学品 ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ 無機

報告セグメント

化 学 品

ア ル ミ ニ ウ ム
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 　　  平成23年8月2日発表

１．当第２四半期の業績 　　　　　

①　業績概要（1月～6月累計）
(単位:億円)

324

44

40

1

0.07円

5.70円

②　セグメント別　売上高・営業利益
（ご参考） (単位:億円)

前年同期増減
平成23年
第1四半期
（1月～3月）

平成23年
第2四半期
（4月～6月）

売 上 高 364 589 682

営 業 利 益 38 21 20

売 上 高 6 325 339

営 業 利 益 △ 5 17 11

売 上 高 △ 43 265 421

営 業 利 益 5 21 54

売 上 高 16 197 203

営 業 利 益 17 25 32

売 上 高 △ 30 297 320

営 業 利 益 △ 9 16 20

売 上 高 750 766 15 380 386

営 業 利 益 8 7 8

売 上 高 △ 234 △ 238 △ 4 △122 △ 115

営 業 利 益 △ 11 △14 △ 17

売 上 高 324 1,930 2,235

営 業 利 益 44 94 127

(単位:億円)

前年同期増減

△61

41

△20

167

11

157

④　参考数値（連結）
(単位:億円)

前年同期増減

△147

0

8

△122

△63

1

381

9円高

7,000

前年同期増減

75

56

平成23年
第2四半期累計

（1月～6月）

平成22年
第2四半期累計

（1月～6月）

平成23年
第2四半期累計

（1月～6月）

11,790

82

平成23年
第2四半期累計

（1月～6月）

1,270

△21

0

△66

3,593

663

400

2

5.22円

163.61円

4,165

221

181

78

41

3,841

177

28

686

140

5.15円

77

34

平成22年
第2四半期累計

（1月～6月）

906

△224

3,656

四 半 期 純 利 益

343

248

102

9,395

項　　　目

売 上 高

営 業 利 益

経 常 利 益

項　　　目

設 備 投 資 額

55,700

平成23年
第2四半期累計

（1月～6月）

196

248

658

45

1 株 当 た り 四 半 期 純 利 益

石 油 化 学

ア ル ミ ニ ウ ム

1 株 当 た り 純 資 産

部　 　門

157.91円

385

40

化 学 品

エ レ ク ト ロ ニ ク ス

調 整 額

そ の 他

110

△22

11,409

91

729

70

無 機

金 融 収 支

総 資 産

有 利 子 負 債 残 高

177
計

7

△ 20

国 産 ナ フ サ 価 格 （ 円 /KL ） 48,700

期 末 従 業 員 数 （ 人 ）

為 替 レ ー ト （ 円 / US ＄ ）

減 価 償 却 費

△32

△180

△11

財 務 キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

そ の 他

フ リ ー キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

現 預 金 増 減

平成22年
第2四半期累計

（1月～6月）

617

36

647

△ 31

15

3,841

221

139

③　連結キャッシュ・フロー

項　　　目

営 業 キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

平成22年
第2四半期累計

（1月～6月）

200

4,165

投 資 キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

△14

△192

△53

△232

9,274

研 究 開 発 費

 昭和電工株式会社
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 　　  平成23年8月2日発表

２．当期の予想 

①　業績予想概要
 (単位:億円)

増減予想

728

63

75

83

5.54円

-

注：平成23年12月期業績予想は、期初予想（平成23年2月9日発表）より変更ありません。

②　セグメント別　売上高・営業利益
(単位:億円)

増減予想

売 上 高 404

営 業 利 益 27

売 上 高 14

営 業 利 益 14

売 上 高 320

営 業 利 益 81

売 上 高 120

営 業 利 益 △ 1

売 上 高 △ 101

営 業 利 益 △ 15

売 上 高 △ 41

営 業 利 益 △ 10

売 上 高 11

営 業 利 益 △ 32

売 上 高 728

営 業 利 益 63

注1．売上高、営業利益は「セグメント情報等の開示に関する会計基準」等を適用し、平成22年通期に関してはご参考として

　　　変更後のセグメントに対応するように組み替えて表示をしております。

　 2．調整額の営業利益には、各セグメントに配分されていない全社費用が含まれております。

　 3．平成23年12月期業績予想は、期初予想（平成23年2月9日発表）より変更ありません。

③　参考数値（連結）
 (単位:億円)

増減予想

4

△1

6

90

△1

△1,128
（上期）9円高
（下期）4円高

（上期） 7,000
(下期）14,300

本資料に掲載されている業績予想等の将来に関する記述は、本資料の発表日現在において入手可能な情報及び将来の業績に影響を与える不確実な要因に係る
本資料発表日現在における仮定を前提としています。
実際の業績は、今後様々な要因によって大きく異なる結果となる可能性があります。

3.00円

平成22年12月期
実績

3.00円

平成23年12月期
予想

（2月9日発表）

100

50

1,350

70

900

14.03円

1,800

230

450

8,700

56

1,480

7,972

387

305

平成22年12月期
実績

1,336

23

（上期）48,700
(下期）43,900

△44

11,597
（上期）91
(下期）84

3,510

7,972

387

207

509

平成22年12月期
実績

580

エ レ ク ト ロ ニ ク ス

ア ル ミ ニ ウ ム

調 整 額

149

780
無 機

101

そ の 他

85

1,541

項　　　目

国 産 ナ フ サ 価 格 （ 円 /KL ）

期 末 従 業 員 数 （ 人 ）

設 備 投 資 額

研 究 開 発 費

減 価 償 却 費

有 利 子 負 債 残 高

△ 461

1,301

為 替 レ ー ト （ 円 / US ＄ ）

金 融 収 支

127

化 学 品

計

石 油 化 学

経 常 利 益

部　 　門

380

210

8.49円

2,400

平成23年12月期
予想

（2月9日発表）

1,996

当 期 純 利 益

1 株 当 た り 当 期 純 利 益

1 株 当 た り 期 末 配 当 金

項　　　目

売 上 高

営 業 利 益

1,200

70

△ 80

584

（上期）55,700
(下期）58,200

213

3,600

△46

10,469
（上期）82
（下期）80

508

平成23年12月期
予想

（8月2日発表）

8,700

1,500

20 10

△ 450

450

△ 48

 昭和電工株式会社



 　　  平成23年8月2日発表

平成23年12月期第1四半期より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」等を適用し、従来の5つのセグメントから6つのセグメントに変更いたしました。

前年（平成22年12月期）実績は、ご参考として新セグメントに対応するように組み替えると下表のようになります。

前年（平成22年12月期）第１四半期、第2四半期、第2四半期累計 セグメント別　売上高・営業利益     （ご参考）

 (単位:億円)  (単位:億円)

（セグメント区分の主な変更点）

オレフィン、有機化学品
（旧）昭和高分子㈱

化学品
（AN、クロロプレンゴム、アンモニア、工業ガス 等）

ハードディスク
化合物半導体
レアアース磁石合金
半導体向け特殊ガス
その他 ファインセラミックス

先端電池材料

セラミックス
黒鉛電極

圧延品 （コンデンサー用高純度箔）

押出・機能材 （LBP用アルミニウムシリンダー）

ショウティック
熱交換器
アルミニウム缶
卸電力（IPP）
昭和電工パッケージング㈱

昭光通商㈱（全セグメントへの配賦）

無 機
売 上 高

営 業 利 益

平成22年12月期
第2四半期

623

6

平成22年12月期
第2四半期累計

1,264

16

228

11

446

営 業 利 益

11
売 上 高

ア ル ミ ニ ウ ム 他

共 通 ・ 本 部

石 油 化 学

化 学 品

電 子 ・ 情 報

無 機
売 上 高

売 上 高

営 業 利 益

売 上 高

営 業 利 益

平成22年12月期
第2四半期累計

906

2

42

平成22年12月期
第2四半期

445

△ 0

334
営 業 利 益

エ レ ク ト ロ ニ ク ス

40

729

70

旧セグメント
（マネジメント・アプローチ適用前）

売 上 高

営 業 利 益

385

658

34

442

△ 234

△ 20

3,841

売 上 高

営 業 利 益
△ 9

1,964

△ 11
△ 114

△ 11

647

45

750

7

合 計
1,877

70
合 計

3,841

177

営 業 利 益

売 上 高

177営 業 利 益

売 上 高

営 業 利 益107 107

5

△ 120

営 業 利 益

売 上 高

【旧セグメント】 【新セグメント】

26

473

27

－

△ 5

1,964

平成22年12月期
第1四半期

462

新セグメント
（マネジメント・アプローチ適用後）

石 油 化 学
売 上 高

営 業 利 益 3

198
181

13

化 学 品
売 上 高

22

868

68

371

27

14

369

43

204

27

341

29

392

平成22年12月期
第1四半期

642

10

218

18

－

△ 6

426

25

174

11

418

324

20

360

306

その他

そ の 他
売 上 高

営 業 利 益

調 整 額
売 上 高

営 業 利 益

1,877

70

16

358

2

37

891

46

－

ア ル ミ ニ ウ ム
売 上 高

営 業 利 益

アルミニウム　他

化学品

エレクトロニクス

石油化学

無機

アルミニウム

石油化学

化学品

電子・情報

無機

 昭和電工株式会社

セグメント区分の見直し（マネジメント・アプローチの適用による）
（ご参考）
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